
特 記 仕 様 書 

 

 

○ 環境への配慮事項 

 

・  自動車、 施工機械の使用にあたっては、 環境に配慮し た仕様に努め、 無用な使用を出来る だけ

し ないよ う に心がける こ と 。  

・  業務完了時の提出書類等は、 環境や再利用の観点から 両面印刷等に心がける こ と 。  

・  業務を施工する にあたり 、 購入やレンタ ルする 必要がある 物品については、 環境に配慮し て極

力グリ ーン購入法に適応し たも のを活用する よ う 努める こ と 。  

・  清掃等周辺環境美化に努める 。  

・  業務全般にわたり 省電力、 省エネルギーに努める こ と 。 上記のほか、 受注者と し て環境に配慮

する 計画があれば業務着手時に、 書面にて提出する こ と 。  

 

 

○ 妨害又は不当要求に対する 通報義務 

 

１ ．  受注者は契約の履行に当たり 、 暴力団又は暴力団員等から 事実関係及び社会通念等に照ら

し て合理的な理由が認めら れない不当若し く は違法な要求を受けた場合又は契約の適正な履

行を妨害さ れた場合は警察に通報し なければなら ない。 なお、 こ れら の不当介入を受けたにも

関わら ず通報し ない場合は指名停止措置を講じ る こ と がある 。  

２ ．  受注者は暴力団又は暴力団員等によ る 不当介入を受けたこ と に起因し て履行期間内に契約

内容を完了する こ と ができ ないと き は、発注者に対し て履行期間の延長を請求する こ と ができ

る 。  

 

 

○ 「 建設工事に係る 資材の再資源化等に関する 法律」（ 建設リ サイ ク ル法）（ 平成１ ２ 年法律第

１ ０ ４ 号、 以下「 法」 と いう ） の対象工事である 旨の明示について 

 

こ の工事は、 建設工事に係る 資材の再資源化等に関する 法律の対象工事です。  

よ って、法第９ 条に基づき 、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化の実施が義務づけら れ

た工事です。  

ま た、 落札者は落札後、 法第１ ２ 条及び法第１ ３ 条の手続き が必要と なり ま すので、 工事担当課と

協議のう え、 諸手続をし てく ださ い。  

 

○ 工事実績データ 作成、 登録 

 

受注者は、受注時又は変更時において工事請負代金額 500 万円以上の工事について、工事実績情報

サービス ( CORI NS) 入力シス テム（（ 財） 日本建設情報総合センタ ー） に基づく 、 入力シス テム（（ 財）

日本建設情報総合センタ ー） に基づき 、 受注・ 変更・ 完成・ 訂正時に工事実績情報と し て「 工事カル

テ」 を作成し 監督員の確認を受けた後に、 受注時は契約後１ ０ 日以内に、 登録内容の変更時は変更が

あった日から １ ０ 日以内に、 完成時は工事完成後１ ０ 日以内に、 訂正時は適宜、 登録期間に登録申請

し なければなら ない。  

ま た、（ 財） 日本建設情報総合センタ ー発行の「 工事カルテ受領書」 が受注者に届いた際には、 そ

の写し を直ちに監督員に提出し なく てはなら ない。なお、変更時と 完成時の間が１ ０ 日間に満たない

場合は変更時の提出を省略でき る も のと する 。  



係長 担当

関連する 他の工事の工期（ 施工時期）

関連する 他の工事の内容

施工内容

施工時期

施工時間

施工方法

工事の抑制期間（ 交通規制）

未了協議の内容

制約を受ける 内容

協議成立の見込み時期

協議で付さ れた特定条件の項目

協議で付さ れた特定条件の影響範囲

余裕工期設定工事 工事の着手時期

○ 地下埋設物・ 埋蔵文化財等の事前調査 受注者の責任の範囲と し 、 契約締結後速やかに実施する も の

○ 　 項目 上下水道・ 電力通信など

○ 　 調査期間 工事着手前ま でに完了と し 、 結果を報告する も の

埋設物等の移設予定時期（ 見込み時期）

○ 休日日数 労働関係法令を遵守する こ と

作業不可能見込み日数

場所

範囲

処理の見込み時期

未買収地への立入り 可否

工事用地の復旧 工事用地等の使用後の復旧内容

工事用仮設道路及び資機材置場の借地

　 場所

　 範囲

　 期間

　 使用条件

　 復旧方法

　 工事に必要な土地の借地料

施工者に使用さ せる 仮設ヤード

　 場所

　 範囲

　 期間

　 使用条件

　 復旧方法

○
公害防止（ 騒音、 振動、 粉塵排出ガス 等） のための
指定事項

低騒音、 低排出ガス の機械を優先的に使用する こ と

　 施工方法

　 建設機械・ 設備

　 作業時間等の指定

防止施設の内容

設置期間

処理施設の内容

処理条件の内容

○ 事前・ 事後調査の区分 受注者の責任範囲で実施する こ と

調査時期

調査方法

調査範囲

調査項目

対象工種・ 工法

試験実施段階・ 検体数

特記仕様書（ 条件明示）

下記項目、 事項のう ち○印該当欄は、 工事施工にあたっ て制約等をう ける こ と になる ので明示する 。 なお、 明示事項に変更が生じ た場合
及び明示さ れていない制約が生じ たと き は、 発注者と 協議し 適切な処置を 講ずる も のと する 。

施工条件

明示項目 明示事項 制約条件等
チェ ッ ク 欄

工程関係

関連工事

施工の制限

対外協議未了事項

協議条件

○

濁水、 湧水処理対策

○

事業損失

事前調査

○

休日日数

○

用地関係

工事用地の未買収（ 未処理）

工事用地の借地

仮設ヤード （ 消波根固めブ
ロ ッ ク 、 桁製作等）

六価ク ロ ム溶出試験

公害関係
（ 環境対

策）

工事に伴う 公害防止対策

水替・ 流入防止施設

多治見市



係長 担当

指定の内容

指定の期間

鉄道、 ガス 、 電気、 電話、 水道情報管路等と の近接
施工

　 施工方法

　 作業時間

防護施設 防護施設の内容

交通誘導員・ 保安要員の配置指定

　 場所

　 期間

　 時間

○ 　 （ 配置） 人数 計24人

○ 　 交替要員の有無 なし

発破作業等の保全設備

発破作業等の制限内容

換気設備等 換気設備等の対策内容

資機材搬入経路

資機材搬出経路

使用期間

時間帯

使用中・ 使用後の処置内容

安全施設等の設置内容

安全施設等の設置期間

工事終了後の存置方法

工事終了後の撤去方法

維持補修の内容

仮設物の引き 渡し ・ 引継の内容

仮設物の引き 渡し ・ 引継の期間、 時期

仮設物の引き 渡し ・ 引継の条件

仮設備の構造

仮設備の施工方法

仮設備の設計条件

工事用道
路関係

一般道路の使用

仮設道路の設置

安全対策
関係

交通安全施設等

施工条件

明示項目 明示事項 制約条件等
チェ ッ ク 欄

近接施工

○

交通誘導員等

仮設備関
係

仮設物の引き 渡し ・ 引継

仮設備の構造

多治見市



係長 担当

残土受入場所又は仮置場所

　 位置

　 処理量

　 運搬距離・ 経路

　 搬入時間制限

　 処理・ 保管条件

残土受入場所又は仮置場所

　 位置

　 処理量

　 運搬距離・ 経路

　 搬入時間制限

　 処理・ 保管条件

再利用・ 減量化の内容

使用場所（ 現場内等）

○ 処理方法 再資源化施設で処理と する （ アス ファ ルト ）

受入施設名

○ 処理場所 多治見市大沢町

受入時間

受入条件

○ 運搬距離 L=8. 3km

処理方法

受入施設名

処理場所

受入時間

受入条件

運搬距離

処理方法

受入施設名

処理場所

受入時間

受入条件

運搬距離

占用物件の有無

工事支障物件

　 支障物件

　 管理者（ 所有者）

　 支障物件の位置

　 支障物件移設時期

　 支障物件工事方法

　 支障物件防護方法

重複する 占用物件工事の内容

重複する 占用物件工事の期間

設計条件

工法区分

材料種類

施工範囲

削孔数量

削孔延長

注入量

注入圧

周辺環境調査 環境調査の内容

施工条件

明示項目 明示事項 制約条件等
チェ ッ ク 欄

建設副産
物関係

建設発生土（ 受入）

建設発生土（ 搬出）

現場内の再利用・ 減量化

○

建設副産物及び廃棄物の処理

建設副産物及び廃棄物の処理

建設副産物及び廃棄物の処理

工事支障
物件等

占用物件等の工事支障物件の
存在

占用工事と の重複

薬液注入
関係

設計・ 施工条件
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係長 担当

保管・ 設置場所

保管期間

保管方法

品名

数量

引渡し 場所

再使用の有無

品名

数量

品質

規格寸法又は性能

引渡し 場所

引渡期間

施工方法

施工条件

工事用電力の指定 内容

新技術・ 新工法等の指定 新技術・ 新工法・ 特許工法の内容

○ 県産材の優先利用可能の有無 県産材の資源を優先利用する こ と

リ サイ ク ル認定製品の優先利用可能の有無

公共事業労務費調査

諸経費動向調査

施工合理化調査

施工形態動向調査

対象範囲

処理方法

受入施設名

処理場所

受入時間

受入条件

運搬距離

未検討内容

検討終了時期

技術者の配置 本工事の主任技術者は専任と する

行政情報の内容

行政情報の使用目的

行政情報の管理体制

行政情報の返却

建設現場環境改善モデル工事

週休２ 日制モデル工事

建設キャ リ アアッ プシス テム活用モデル工事

若手及び女性技術者育成型総合評価落札方式モデル
工事（ 入札参加条件）

若手及び女性技術者育成型総合評価落札方式モデル
工事（ 総合評価方式）

Ｉ Ｃ Ｔ を活用し たモデル工事（ 発注者指定型）

Ｉ Ｃ Ｔ を活用し たモデル工事（ 施工者希望型）

フレッ ク ス 工期（ 任意着手方式）

フレッ ク ス 工期（ 発注者指定方式）

　

　

　

　

　

　

○ 　 岐阜県建設工事共通仕様書に基づき 施工する こ と

　

　

　

　

　

制約条件等
チェ ッ ク 欄

その他

工事用資機材の保管及び仮置
き

現場発生品

支給材料及び賃貸借品

○

その他

設計内容の未検討項目

行政情報流出防止対策
（ 個人情報を含む）

施工条件

明示項目 明示事項

架設（ 仮設） 工法の指定

○

工事材料・ 資材の使用

調査試験に対する 協力

立木伐採

モデル工事

多治見市


